
 

東京都水道局行政手続等に係る標準処理期間に関する要綱 

 
 

令和５年４月３日 ４水総総第１２５７号 

改正 令和６年４月１日 ５水総総第１２３８号 

改正 令和６年１２月２４日 ６水総総第９７２号 

改正 令和７年３月２８日 ６水総務第１３２０号 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、行政手続等に係る標準処理期間を定め、事務処理の迅速かつ適正な執行を確保す

ることによって、行政運営における公正の確保及び透明性(行政上の意思決定について、その内容及

び過程が都民にとって明らかであることをいう。)の向上を図り、都民の利便性の向上に資すること

を目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

(1) 条例等 条例、東京都規則及び要綱、要領その他の事務処理の基準として都の機関が定める内部

規程（通達・通知の形式によるものを含む。）をいう。 

(2) 申請 法令及び条例等に基づき、行政庁の許可、認可、免許その他の自己に対し何らかの利益を

付与する処分（行政庁の処分その他公権力の行使に当たる行為をいう。）を求める行為であって、

当該行為に対して行政庁が諾否の応答をすべきこととされているものをいう。 

(3) 申請等 申請に加え、法令及び条例等に基づく届出、報告、相談、申込、請求、苦情申出その他

の都の行政手続等における都民等の各種行為を総称したものをいう。 

(4) 許認可等 申請に基づいて処理する行政手続等をいう。 

(5) 標準処理期間 申請等の処理に通常要する期間をいう。 

(6) 処理機関 申請等を処理する部課(東京都水道局分課規程(昭和27年東京都水道局管理規程第5号。

以下「分課規程」という。)第１条第１項に規定する各部課をいう。)又は事業機関(分課規程第５条

に規定する事業機関をいう。)をいう。 

(7) オンライン標準処理期間 電子情報処理組織（処理機関等の使用に係る電子計算機（入出力装置

を含む。以下同じ。）とその申請等の相手方の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した

電子情報処理組織をいう。）を使用する方法により申請等が行われた場合の標準処理期間をいう。 

(8) 経由機関 法令及び条例等により申請の提出先が処理機関と異なる機関に定められている場合の

当該機関をいう。 

(9) 受付機関 届出等の提出先が処理機関と異なる機関に定められている場合の当該機関をいう。 

(10) 経由日数 申請等が経由機関又は受付機関の事務所に到達してから処理機関の事務所に到達す

るまでに通常要する日数をいう。 

 

（処理機関の責務） 

第３条 処理機関は申請等について、第２条第５号及び第７号に基づき、原則として標準処理期間及び

オンライン標準処理期間をそれぞれ定めるものとする。 

２ 処理機関は、申請等について、標準処理期間内に処理するよう努めるものとする。 

３ 処理機関は、申請等に係る審査等の進行状況及び当該申請等に対する処分等の時期の見通しを明ら

かにするよう努めるものとする。 

 

（標準処理期間） 

第４条 標準処理期間は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ別表に定めるとおりとする。 

(1) オンライン標準処理期間 

(2) オンライン標準処理期間以外の標準処理期間（書面等により申請等が行われた場合の標準処理期

間） 

 

（標準処理期間の算定） 

第５条 標準処理期間は、申請等が処理機関（経由機関又は受付機関がある場合は、当該機関）の事務



 

所に到達した日（期間を定めて申請等を受け付ける場合は、当該申請等の期間の締切日）から起算し

て当該処理機関が申請等をした者に対して通知等を行う日までの日数とする。 

２ 標準処理期間は、法令、条例等により定められている国、他の地方公共団体等関係機関への協議及

び照会並びに審議会、審査会等における審議、審査等に要する日数を含むものとする。 

３ 次に掲げる期間は、標準処理期間に算入しないものとする。 

(1) 東京都の休日に関する条例(平成元年東京都条例第10号)第１条に定める休日の日数 

(2) 申請等の形式上の要件に係る不備等の理由による補正に必要な書類等の追加に要する日数 

 



別表

標準処理
期間

（日）

経由機関
又は

受付機関

経由日数
(標準処理期間

内の日数)

標準処理
期間

（日）

経由機関
又は

受付機関

経由日数
(標準処理期
間内の日数)

1 行政財産の使用許可（建物） 地方自治法第238条の4第7項 経理部管理課 60 60 1 審査及び委員会付議

2 行政財産の使用許可（土地） 地方自治法第238条の4第7項 経理部管理課 60 60 1 審査及び委員会付議

3 行政財産の使用料の減免（建物） 東京都水道局固定資産規程第40条 経理部管理課 60 60 2 審査及び委員会付議

4 行政財産の使用料の減免（土地） 東京都水道局固定資産規程第40条 経理部管理課 60 60 2 審査及び委員会付議

5
公文書の開示及び公文書の任意的
な開示

東京都情報公開条例第5条
サービス推進部サービス
推進課

14 14 2
翌日から起算し、休
日を含む。

6 保有個人情報の開示請求
個人情報の保護に関する法律第76
条第1項

サービス推進部サービス
推進課

- 14 1

・個人情報の保護に
関する法律第83条第1
項で請求があった日
から30日以内と規定
・本件の処理期間は
翌日から起算し、休
日を含む。

7 保有個人情報の訂正請求
個人情報の保護に関する法律第90
条第1項

サービス推進部サービス
推進課

- 30 1
翌日から起算し、休
日を含む。

8 保有個人情報の利用停止請求
個人情報の保護に関する法律第98
条第1項

サービス推進部サービス
推進課

- 30 1
翌日から起算し、休
日を含む。

9
給水装置の新設・口径変更に係る
申込みに対する承認（承認事項の
変更の承認を含む。）

東京都給水条例第4条第1項
支所、給水管理事務所、
給水事務所

3 3 2

10 給水装置工事完了後の届出 東京都給水条例第4条第2項
支所、給水管理事務所、
給水事務所

- 20 3

11
東京都指定給水装置工事事業者の
指定

東京都給水条例第6条第1項 給水部給水課 30 30 2
手数料の収納に係る
期間を除く。

12
東京都指定給水装置工事事業者の
指定の更新

東京都給水条例第6条第3項 給水部給水課 21 21 2
手数料の収納に係る
期間を除く。

13
東京都指定給水装置工事事業者の
指定事業者証の再交付

東京都給水条例第6条の2第2項 給水部給水課 1 1 2
手数料の収納に係る
期間を除く。

14
東京都指定給水装置工事事業者に
係る諸届（事業所の名称等の変
更、事業の廃止・休止・再開）

東京都指定給水装置工事事業者規
程第8条第1項

給水部給水課 1 1 3

15
給水装置工事の設計審査及び工事
検査

東京都給水条例第6条第2項
支所、給水管理事務所、
給水事務所

20 20 2

16
道路下等の給水装置用材料の指
定・指定の取消し、都が認証する
給水装置用材料の認証

東京都給水条例第6条の4第1項 給水部給水課 60 60 2

17 給水契約の申込み 東京都給水条例第13条
多摩水道改革推進本部調
整部、営業所

1 1 3

18

各種届出（使用中止、使用者名義
変更、管理人の選定・変更、メー
タ損傷・亡失、受水タンク以下装
置の量水器の設置）

東京都給水条例第14条第2項、第15
条、第16条、第19条

多摩水道改革推進本部調
整部、支所、給水管理事
務所、営業所、給水事務
所

1 1 3

19 共同住宅扱い適用 東京都給水条例第23条の4
多摩水道改革推進本部調
整部、営業所

5 5 3

20 住宅店舗併用扱い適用 東京都給水条例第23条の6
多摩水道改革推進本部調
整部、営業所

5 5 3

21 料金又は手数料の減免 東京都給水条例第30条第1項
多摩水道改革推進本部調
整部、営業所

5 5 2

22 料金の減免 東京都給水条例第30条第2項
多摩水道改革推進本部調
整部、営業所

1 1 2

23
設計審査及び工事検査の基準等に
適合していることの確認の申込み
等

東京都給水条例第32条の2第1項
支所、給水管理事務所、
給水事務所

- 20 2

24 工事設計書の情報提供
サービス推進部サービス
推進課

14 14 3

25
給水装置関係文書等の写しの交付
の申請

東京都給水条例第29条第１項第12
号

支所、給水管理事務所、
給水事務所

- 1 2

26
水道管管理図閲覧・コピーの申込
み

支所、給水管理事務所、
給水事務所

- 1 3

27 クレジットカード払いの申込み 東京都給水条例第28条 サービス推進部業務課 ３ 11 3

クレジットカード会
社のホームページか
らの申込みの場合、
「その他の方法によ
り行われた申請等の
場合の標準処理期
間」の日数となる。

備考

オンライン標準処理期間
その他の方法により行われた申請

等の場合の標準処理期間
項番 事  務  名 根拠法令等 処理機関 区分

※「区分」１：法令を根拠とする許認可等窓口事務、２：条例等を根拠とする許認可等窓口事務、３：許認可等窓口事務以外の窓口事務


